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おわりに

はじめに

背景事情

(1) (2)
わが国の判例および学説は、刑法39条における「心神喪失」と「心神耗

弱」の意義について、昭和6年の大審院判決による判示に沿った考えを基本

的に維持している。これによれば、「心神喪失と心神耗弱は、いずれも精神

障害の態様に属するものといってもその程度を異にするもの」であり、心神

喪失とは、「精神の障害により事物の理非善悪を弁識する能力なく、あるい

はこの弁識に従って行動する能力のない状態」を、心神耗弱とは、「精神の

障害が未だこれらの能力を欠如する程度にまで達していないものの、その能
（3）

力が著しく減退した状態」を意味するとされる。

責任能力判断において、「精神の障害」（生物学的要素）と弁識・制御能力

(心理学的要素）を併せて考慮するこの判断手法（混合的方法）を前提とした

場合には、その第一段階に位置づけられる「精神の障害」がいわばふるいの

役割を果たすことになり、この概念をいかに理解するかは、刑法39条の適用
（4）

範囲を画するに際して決定的に重要な問題となる。
（5）

他方で、「精神の障害」要件を具体的に列挙するドイツ刑法典とは異なり、

わが国においてこの概念は、「解釈に対していわば『開かれた』ままにされ
（6）

てきた」と評される。「精神の障害」は、精神医学などの周辺諸領域と隣接

し、荘漠でその外延が明確でない概念として、その実体論的な分析の困難性
（7）

が長らく認識されてきたのである。



｢精神の障害」と刑事責任能力（1）（竹川） 251

もっとも、近時では、安田拓人や水留正流による分析を中心として、「精

神の障害」の内実を明らかにしようとする動向がみられる。これまでの議論

動向を概括すれば、程度の差こそあれ、「精神の障害」概念を法的なものと

して構成する点において、学説上は意見の一致を見ているように思われる。

こうした考えの下では、例えば、わが国において戦後強い影響力を有してい
（8）

た、ドイツの精神医学者クルト・シュナイダー(KurtSchneider)による精神

異常の二分論に基づく医学的疾患概念一精神異常は身体的原因を有するも

の（および身体的原因が推定されるもの）と「精神的存在の単なる変種」に分
（9）

けられ、前者のみを精神疾患とする考え方一を、「精神の障害」の判断に

ダイレクトに結びつけるべきではないとされる。「精神の障害」は、特定の

医学的疾患概念への該当性とは無関係に、弁識・制御能力といった法的見地

から再構成され、実際にも、わが国における責任能力論の第一人者は、「『精

神の障害』に該当しない場合には、認識・制御無能力（ないし限定認識・制
（10）

御能力）の場合はもはや考えられないということが確認されなければなら」

ず、その帰結として、「精神の障害」要件には、「認識・制御能力に影響を与
（11）

えうるような精神症状あるいは精神状態像」が含まれるとする、法的病気概

念を採用するに至っているのである。

問題意識と研究手法

上記のように、「精神の障害」の意味内容が徐々に明らかとされる一方で、

その刑法理論上の位置づけについては、不明確な部分が未だ多く残されてい

るように思われる。この点については、橋爪隆による以下の問題提起が示唆

に富む。

｢[刑法学における基本的な理解としては］弁識能力・制御能力の存否とい

う心理学的な要素が責任判断の決定的な基準であって、精神障害という生

物学的要素は、心理学的要素を認定するための補助線といいますか、認定

のための資料にすぎないというものだと思います。もっとも、それであれ
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ば、精神の障害は責任能力の判断において、副次的な、いわば非本質的要
（12）

素にすぎないのか、という疑問が生じてくるわけです｡」

責任能力基準において、生物学的要素と心理学的要素を併せて考慮する混

合的方法が採られてきた理由としては、責任能力判断の安定性確保という目
（13）

的が一般に挙げられる。既述のように、この混合的方法を前提とした思考枠

組みは、現在に至るまでわが国の刑法学説と刑事実務に根強く影響を与えて

いる。

しかしながら、「精神の障害」を法的に構成する通説的な立場を前提とし

た場合には、責任能力判断の第一段階要素として「精神の障害」がいかなる

役割を果たし得るのかという疑問が生じうる。法的概念としての「精神の障

害」の外延や内実は、「弁識・制御能力に影響を与えうる精神状態」などと

いう形で心理学的要素によって規定されることから、責任能力基準において

両者を別個の要件として並置する必然性は存しない－つまり、「精神の障

害」要件と弁識・制御能力要件の並置は、前者が医学的概念として理解され

ていた限りで意義を有していた－のではないだろうか。

従来の学説の問題性について筆者は、「精神の障害」が責任能力の判断場

面で果たす役割を考慮せず、混合的方法という従前の思考枠組みを念頭に同

概念の精綴化を図った点に求められ、その結果として、「精神の障害」要件

の内容が逆説的に空洞化する事態に陥っていると考える。この点について

は、責任能力の判断過程に即した説明が有益と思われることから、以下では

精神医学者の岡田幸之によって提示されたモデルを援用することにしたい。

岡田によれば、医学的診断から責任能力判断に至る構造は、①精神機能や

精神症状についての情報の収集、②集められた情報に対する精神医学的見地

からの評価、③疾病の診断、④精神機能・症状と事件との関連性の抽出、⑤

善悪の判断や行動の制御に関わる部分の抽出、⑥法的に弁識・制御能力の要

素として捉えられる点の特定、⑦法の解釈と当てはめによる弁識・制御能力

の程度評価、⑧完全責任能力・心神耗弱・心神喪失の法的判断、の8段階に
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（14）

整理される。

このうち、責任能力の実体要件としての「精神の障害」は、どの段階で考

慮されているのだろうか。「精神の障害」の字義からして、直観的には②や

③の段階に位置づけられるようにも思えるが、「弁識・制御能力に影響を与

えうる精神症状」などとして法的見地から再構成される「精神の障害」はむ

しろ、④ないし⑥の段階と関連性を有していると評せよう。こうした理解を

念頭に置けば、法的概念としての「精神の障害」が実際に問題となるのは、

ある病的な精神状態が弁識・制御能力の喪失や減弱と関連性を有するかとい

う点であり、これに弁識・制御能力と区別された実体要件としての位置づけ

を与えることは困難なようにも思われないだろうか。

筆者は、「精神の障害」の実体要件上の位置づけをめぐる上記の困難性が、

｢ある病的な精神状態と弁識・制御能力の関連性」という認定上の動的な概

念を、静的な実体要件の平面で記述したことによる弊害だと考える。こうし

た理解に正しいものが含まれるとすれば、第一段階要素としての「精神の障

害」について、責任能力の判断場面を見据えた新たな角度からの分析が求め

られることになるだろう。

上記の問題関心のもとで本稿は、アメリカにおける「精神の障害(mental

disorder)」に関する議論のうち、純粋な生物学的方法による責任能力基準と

して知られるグラム・ルールをめぐる議論に検討を加える。わが国において

グラム・ルールは、責任能力基準の失敗例として紹介されることが多いもの

の、生物学的要素のみを要件とするこのラディカルな基準に対しては、当時

の段階でも様々な角度から批判が展開され、その議論が副産物として蓄積さ

れた。その中でも筆者は特に、「精神の障害」という要素について、「責任能

力判断において精神鑑定人と事実認定者のそれぞれが果たすべき役割」とい

う視座から分析が加えられた点に着目する。

弁識・制御能力といった法的な機能基準を内包せず、「精神の障害」とい

う一見医学的な概念のみに依拠するグラム・ルールの下では、精神鑑定人と

事実認定者の職分が交錯しがちになる。これを逆から捉えた場合には、「精
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神の障害」という統一基準の下では、精神鑑定人と事実認定者のそれぞれが

果たすべき役割の差異化が必然的に求められ、「精神の障害」概念に含まれ

る多様な要素を分析的に捉える契機が含まれることになるのである。こうし

た議論背景は、責任能力の判断場面を見据えた形で「精神の障害」を構成す

べきとの筆者の問題意識に合致し、上述のような視座の転換に際して有益な

示唆を与えるものと考えられる。

上記の分析視角に基づき、本稿では以下の順序で検討を加える。

本稿の構成

第1章では、「精神の障害」に関するアメリカの議論動向に検討を加える。

具体的には、1954年にコロンビア特別区の連邦控訴裁判所によって定立され

たグラム・ルールをめく．る議論を分析する。特に、純粋な生物学的方法とし

て定立された同基準に修正が加えられていく過程を精査することにより、責

任能力基準における「精神の障害」が果たす役割について示唆を得ることを

目標にする。

続く第2章では、「精神の障害」の判断基盤を考察対象とする。この過程

ではまず、精神医学における疾患概念に関する議論のうち、シュナイダー理

論による伝統的疾患概念とDSMなどに代表される現代的疾患概念を対比的

に取り上げ、それぞれの疾患概念が対象者の精神状態をいかなる視座から理

解しようと試みているのか、その基本的スタンスの相違を明らかにする。そ

して、精神医学領域の議論分析を踏まえ、幻覚や妄想といった個別の症状を

｢精神の障害」として位置づける考え方（以下「症状論」という｡）と、「診断

によって精神医学的に評価・解釈された行為者の全体像を責任能力判断の基
（15）

礎とする」考え方（以下「診断論」という｡）をめく､る刑法学の議論動向を取

り上げ、筆者の立場から、第一段階要素としての「精神の障害」の意味内容

を明らかにする。

さらに第3章では、「精神の障害」の実体論上の地位に検討を加える。具

体的には、わが国の刑法学説を、実体要件としての「精神の障害」の意義を
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強調する立場と、刑法理論上の意義を相対化しながらもその他の理由から同

要件を維持する立場に分けた上で、それぞれの立場が「精神の障害」を実体

要件として存置する論拠を比較検討する。これらの論拠がいずれも説得性に

欠けることを示すことで、責任能力の実体基準として本来的に記述されるべ

きは心理学的要素のみであり、法的見地から構成された「精神の障害」は心

理学的要素の認定資料として再定位されることを明らかにする。最後に、上

記の結論が、法的概念としての「精神の障害」をめく、る従前の学説の不整合

性を回避するのみならず、心理学的要素の内実に関する議論進展や精神鑑定

人と裁判所の役割をめく、る議論から得られた帰結とも親和性を有することを

提示する。

第1章アメリカにおける議論状況

第1節責任能力基準における「精神の障害」要件の位置づけ

アメリカの刑事手続においても、責任能力や訴訟能力、受刑能力など種々

の場面で精神障害との関係が問題となる。一般的には、医学的な意味での精

神障害を有していたとしても、その事実のみによって特別な法的取扱いを受

けることにはならず、精神障害の存在に加え、法的に関連性のある態度
（16）

(legallyrelevantbehavior)であることが要求される。

責任無能力（心神喪失）の抗弁について言えば、現在でも46の州と連邦に

よって維持されており、現在用いられている全ての責任能力基準において、

精神の疾患(disease)や欠陥(defect)が実体要件として位置づけられてい
(17）

る。歴史的には、精神の疾患が統合失調症や双極性障害、精神病性のうつ病

などを指すのに対し、精神の欠陥は知的障害（精神遅滞）や痴呆などを指す

ものとして区別されてきたものの、それ以上の定義は現在でも不明確なまま
（18）

残されている。

この「精神の疾患ないし欠陥」という要件については、かつてはこれを精
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（19）

神医学における疾患概念と同一視する考え方が有力であったものの、現在で
(20)

は、これを法的概念と解した上で陪審の判断事項とする見解が有力である。

もっとも、「精神の障害」に関するアメリカの近時の議論においては、精神

病質など一定の精神疾患類型を「精神の障害」として認めるべきか否かを軸

に展開され、「精神の障害」の規定形式に関する（刑事政策的関心に方向づけ

られた）表面的な議論に終始している印象を受ける。この種の議論は、責任

能力の実際の判断過程を見据えながらも、その問題関心を「精神の障害」の

実体論的な意味内容に向ける筆者の立場とは異なるものと評しうるだろう。

そこで次節からは、アメリカにおける近時の議論とは距離を置き、1954年

にコロンビア特別区の連邦控訴裁判所によって採用された、グラム・ルール

(Durhamrule)をめく、る議論を取り上げる。純粋な生物学的方法による責任

能力基準として知られるグラム・ルールは、そのラディカルな規定形式ゆえ

に、「責任能力の基準に関する諸問題が集約されており、刑法の目的、法と

精神医学との関係、責任能力の意義……など多くの基本的・本質的な問題に
（21）

ついて反省をせまるものがある」と評される。

既述のように、わが国においてグラム・ルールは、責任能力基準の失敗例

として紹介されることが多い（後述のように、筆者もグラム・ルールのような

純生物学的方法を支持するわけではない)。しかしながら、グラム・ルールの

定立から修正・廃止に至るまでの議論過程では、責任能力基準として「精神

の障害」のみに依拠する純生物学的方法の是非に留まらず、「精神の障害」

の意味内容や、事実認定者と精神鑑定人の関係などについて多くの自覚的な

議論が展開された。この種の議論は、責任能力の判断場面を見据えた形で

｢精神の障害」の意味内容を明らかにするという本稿の目標にも合致すると

考えられることから、以下では、グラム・ルール成立の過程を敷術して論じ

た上で、同基準の実体論上の諸問題に検討を加える。

第2節グラム・ルール成立の背景

本稿にいうグラム・ルールは、「被告人の違法行為が精神の疾患ないし欠
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陥(mentaldiseaseordefect)の所産(product)であった場合には刑事責任を

負わない」という、1954年のグラム判決によって定立され、コロンビア特別
（22）

区の連邦控訴裁判所によって20年近く用いられた責任能力基準を指す。

この基準が導入された目的としては、①責任能力に関する基準を医学的知

識の進歩に一致させ、②刑罰の代わりに治療を施される人々の層を拡張させ

るとともに、③従来のテストーマクノートン基準と抗拒不能の衝動テスト

ーによって阻害されていた、精神鑑定人と陪審・裁判所の間のコミュニケ
（23）

－ションを容易にする点が挙げられる。

このように、グラム・ルール成立の背景には、当時支配的な責任能力基準

に対する疑問があった。グラム判決によれば、マクノートン基準は、①自然

科学の実態や科学的な知識に十分な形で基づいておらず、②単一の症候（認

識能力の欠如）に基づく基準ゆえに、あらゆる状況に有効な形で適用されう

るものではなく、抗拒不能の衝動テスト (#.irresistibleimpulse"test)は、考え

込みや熟考(broodingandrenection)によって特徴づけられる精神疾患を考

慮できず、これらの疾患から生じた行為を偏狭なマクノートン基準へと追い
（24）

やる点で妥当でない。アメリカにおける精神医学の祖とされ、グラム・ルー
（25）

ル形成に影響を与えたIsaacRayは、それまでの責任能力基準の問題性につ

いて、以下のように述べる。

｢精神異常が存在するという事実は、診断上の一症状ではなく、諸症状が

全体として理解されることによって確証され、全ての事例に見られる特定
（26）

の症状は存在しない｡」

Rayによれば、認識能力のみを要件とするマクノートン基準や一定の衝動

のみを要件とする抗拒不能の衝動テストは、精神障害がもたらす多くの諸症

状の中の一つの症候を問題とするに過ぎず、法的な機能要件を含む責任能力

基準は必然的に狭除なものとなってしまう。

これに対してグラム・ルールは、責任能力基準から法的な制約を排除する
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ことにより、被告人の精神疾患に関する全ての情報が精神鑑定人から事実認
（27）

定者に提示され、「我々の間で継承されてきた道徳的責任の思想」を、陪審

が個々の事例に適用することが可能になると目されていた。

かようにしてグラム・ルールは、「マクノートン基準や抗拒不能の衝動テ

ストの下で精神医学者と裁判所の間に生じていた、コミュニケーションの障

壁を取り除くこと」を目的とし、「被告人の行為の性質を明らかにしうる証
（28）

拠に陪審が接する機会を最大限のものとする」ことに主眼が置かれていた。

それまで一世紀以上も支配的地位にあったマクノートン基準と抗拒不能の衝

動テストを拒絶し、「端的に、違法行為が『精神の疾患または欠陥の所産で

あったときは』責任能力がないとして、統一的な生物学的方法による基準を

宣言したグラム・ルールは、まさに、こうした趨勢におけるエポック・メー
（29）

キングな出来事であった」と評されるのである。

第3節グラム・ルールが内包していた諸問題

グラム・ルールの下での責任能力判断は、①行為時に精神の疾患または欠

陥が存在していたか、②当該犯行はその精神の疾患または欠陥の所産といえ
（30）

るか、の二点を問うものであった。しかし、それまでの責任能力基準とは異

なり、（弁識・制御能力といった）機能的な基準が併置されず、 また、「精神
（31）

の疾患または欠陥」にそれ以上の定義が付与されなかったために、困難な問

題が生じることになる。すなわち、この概念の医学的な見かけとは裏腹に、
（32）

グラム・ルールにおける同概念の内容は不明確なまま残されたために、「グ

ラム・テストが何らかの指針を提示することを意図していたとすれば、たと

えそれが裁判所の専門家らに対するものだったとしても、その目的は決して
（33）

達成されなかった」と評される事態に至ったのである。

グラム・ルールの困難性は、同基準が責任非難に関する従来の理解を堅持

する一方で、事実認定者と精神鑑定人のコミュニケーションを円滑にする目

的から純粋な生物学的方法を採用した点に求められる。

既述のように、アメリカにおける近時の学説は、「精神の障害」を法的見
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地から構成する必要性を認めるものの、グラム・ルールが形成された当時の

アメリカでは、訴訟能力や責任能力の基準に適用されうる「精神の障害」

は、強度の精神病(psychosis)－すなわち、精神医学的に疾患とみなされ
（34）

るもの－を意味するとの理解が支配的であった。

精神医学領域における疾患と「精神の障害」を同一視する当時の議論状況

の下で純粋な生物学的方法を採用した場合には、例えば、「精神の障害」を

医学的な治療必要性の観点から理解し、刑罰よりも治療が適切な場合には心

神喪失とされる責任能力制度が成立しているような印象を与えかねないもの

の、こうした理解はグラム判決の意図するところではない。グラム・ルール

においては、「責任能力を伝統的な意味の責任非難を負いうる能力＝有責行

為能力として把握しつつ、それに対応するものとして、……「生物学的方法』
（35）

を提唱している点に、その特徴と複雑性が存する」のである。

既述のように、グラム判決の中では、（弁識・制御能力の欠如といった）特

定の症状に依拠して責任能力を判断する従来の諸基準の問題性が指摘され

た。しかし、グラム・ルールに批判的な論者によれば、精神障害の有無とい

う単純な問題に着目することで、刑事上の抗弁という特定の法的帰結がいか

なる場合に認められるのかという問題を看過してしまう点に、この基準の
（36）

｢根本的な誤り」が存在する。

グラム・ルールがコロンビア特別区で採用されて以降、他の法域で類似の
（37）

基準が採用されることはなく、多くの事例で被告人側弁護人がマクノートン

基準や抗拒不能の衝動テストに代えて所産テストの採用を求めたものの、控

訴裁判所は常にこれを否定してきた。グラム判決が下されたコロンビア特別

区においても、この基準は後述のように修正を余儀なくされ、責任能力論に

関する当時の代表的な著書の中でGoldSteinは、グラム・ルールの定立から

修正・廃止に至る過程を以下のように概括する。

｢グラム・ルールは、非常に遠回りをしながらも、陪審は何らかの手引き

を必要とし、『精神の疾患』や『所産』 といった言葉では不十分であり、
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刑法の遵守に関連する種類の疾患の影響について、責任能力基準が何らか
（38）

の説明を包含する必要があるという結論に至った｡」

他方で、この基準は、わが国の責任能力論と同様に責任非難という基盤を

堅持しており、「18年に及ぶグラム・ルールの経験は、心神喪失抗弁をどの

ように定義するべきかという基本的な問題を考えるに際して未だ得るところ
（39）

が大きい」と考えられる。以下では、グラム・ルールが内包する諸問題のう

ち、責任能力の実体要件に関する事項一「所産」の意義と「精神の疾患な

いし欠陥」の意義一に検討を加える。

第1款「所産」の意義について

グラム判決で示された陪審説示の例では、被告人が「精神の疾患ないし欠

陥」の状態にあったとしても、「その種の精神異常と当該行為の間に因果関

係(causalconnection)が認められない場合には、自らの違法行為についてな
(40)

お責任を負う」とされていた。これによれば、「精神の疾患ないし欠陥」が

その性質や程度の点で多様なことから、行為時にその状態にあったことが立

証されるのみでは足らず、「精神の疾患ないし欠陥」と当該行為の間に一定
（41）

の関係が認められなければならない。

もっとも、「精神の疾患ないし欠陥」と当該行為の間に因果関係が要求さ

れるとしても、その意味内容は一義的には確定できない。例えば、「因果関

係」の意味を弱く解し、「その疾患が『なければ("butfOr")』当該犯罪に出

ることはなかった」ことを意味すると解した場合には、精神疾患の存在が窺
（42）

える全ての事例において、被告人の責任能力を認めることが困難となる。こ

れに対して「因果関係」の意味を強く解し、「疾患の影響により、被告人の

意思作用(volition)が働く余地が全く存在しなかった」ことを意味すると解

した場合には、グラム・ルールは、能力の完全な喪失を要求する点でそれ以

前の責任能力基準一マクノートン基準および抗拒不能の衝動テストーと
（43）

何ら変わるところがないという帰結に至りうる。
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コロンビア特別区においてこの問題は、1957年のCarter判決で一定の解

決が図られることになる。同判決では、「因果関係」の意義を弱く解する前

者の考え方が採用され、「心神喪失抗弁が疾患の『所産」を要件とする場合

には、……被告人がその疾患の状態になかったとすれば当該行為に出ること
（44）

はなかったと、［事実認定者が］合理的に推論できること」を要するとの解

釈が提示された。

しかしながら、所産要件における「因果関係」を弱く解し、条件関係公式

("but-fO,"test) と理解する立場が確認されたにもかかわらず、多くの精神医

学者は、特定の行為が精神疾患の産物であったか否かについては解答不能な
（45）

問題だと考えており、この争点について意見を述べないことが慣例化する。

精神医学者らのこうした態度は、コロンビア特別区における挙証責任分配の

特殊性と相まって、以下に述べる困難な問題を生じさせた。

コロンビア特別区においても一般に、刑事被告人に対しては「正常の推定

(presumptionofsanity)」が働くとされ、心神喪失抗弁を提起するためには被

告人の精神状態に関する「何らかの証拠(someevidence)」の提出が被告人

側に求められていた。しかし、被告人側の争点形成責任は、「精神の疾患な

いし欠陥」の存在を示す「何らかの証拠」で足りるとされ、所産要件につい
（46）

ての証拠提出は不要とされていた。

これに対して検察側は、「精神の疾患ないし欠陥」あるいは「所産」の不

存在について、合理的な疑いを差し挟む余地のない程度の証明が求められ
(47）

る。既述の通り、「所産」については多くの精神医学者が解答不能な問題だ

として明言を避けることから、被告人が「精神の疾患ないし欠陥」の状態に

あったことがひとたび立証された場合には、そうした精神状態と当該行為の
（48）

因果関係がほぼ自動的に推定されることになる。

かようにして、責任能力が問題となる全ての事例において検察側は、「精

神の疾患ないし欠陥」の不存在を争うか、心神喪失抗弁について全く争わな

い－すなわち、心神喪失の指示評決(directedverdict)を待つ－かのい
（49）

ずれかであり、所産要件はグラム・ルールから削除されたのと変わらないと
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（50）

評される事態に至ったのである。

第2款「精神の疾患ないし欠陥」の意義について

既述のように、グラム・ルールの下で精神鑑定人は一般に、「精神の疾患
（51）

ないし欠陥」を精神医学における疾患概念と同一視する傾向が見られた。

確かに、精神鑑定人による証言は証拠の一形式に過ぎないことから、事実

認定者が鑑定人の意見に常に従い、「精神の疾患ないし欠陥」を精神医学に

おける疾患概念と一致させる必要性は存しない。しかし、実際問題としてグ

ラム・ルールの下では、「責任能力判断が裁判所から、その見解が絶えず流
（52）

動的な専門医へと放棄されてしまった」と評されるように、裁判所にとって
（53）

重要な事項に関する司法上の権限が医学の側に与えられた。すなわち、多く

の事例では、精神医学的な疾患概念への該当性に関する精神鑑定人の意見に
（54）

よって、心神喪失抗弁の成否が決せられていたのである。

精神医学における疾患概念と「精神の疾患ないし欠陥」要件の関係性につ

いての上記の理解の下では、（重大）精神病(psychosis)に加え、精神病質

(psychopathy)や神経症(neurosis)がこの要件に含まれるかという点をめぐ
（55）

って困難な問題が生じることになる。例えば、1957年11月にコロンビア特別

区のSt.Elizabeth病院において、反社会的人格を含む人格障害が医学的な精

神疾患概念に含まれるとする政策変更がなされた結果、それ以前に第一級謀

殺罪で有罪判決を受けていた、社会病質を有する被告人の再審理が認められ
(56）

るなどの混乱が生じ、その結果として、「精神の疾患ないし欠陥」について

法的な定義を有さないグラム・ルールへの批判が強まったのである。

この問題についてコロンビア特別区の連邦控訴裁判所は、①「精神の疾患

ないし欠陥」に司法上の定義を与え、②精神鑑定人の果たすべき役割を明確
（57）

化するという2つの解決策を採用した。

まず、①「精神の疾患ないし欠陥」要件に関する司法上の定義は、1962年

のMcDonald判決で示された。同判決では、精神医学者が臨床上の治療目

的から「精神の疾患ないし欠陥」に位置づけるものは、責任能力判断という
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陪審の目的にとっての「精神の疾患ないし欠陥」と常には一致しないとし

て、責任能力基準における「精神の疾患ないし欠陥」概念には、「精神また

は感情のプロセスに著しく影響を及ぼし、行為制御能力を著しく損なわせ
（58）

る、あらゆる異常な精神状態が含まれる」との実践的定義が与えられた。

この新たに確立された「精神の疾患ないし欠陥」の定義により、同要件が

医学的な疾患概念と区別され、行為制御能力という法的観点から構成される

ことが判例によって承認された。この定義によった場合、行為制御能力とい

う機能基準が「精神の疾患ないし欠陥」要件内部で実質的に考慮されるた

め、当時の通説的な責任能力基準一マクノートン基準と抗拒不能の衝動テ

ストを組み合わせた基準一とグラム・ルールの差異は著しく減少したと評
（59）

される。

他方で、②精神鑑定人が果たすべき役割の明確化について言えば、1967年

のWaShington判決において、「所産」および「精神の疾患ないし欠陥」に

関する証言についての一定のガイドラインが示された。

このうち、「所産」要件については、当該行為が「精神の疾患ないし欠陥」
（60）

の「所産」であるか否かについて、精神鑑定人の意見陳述が禁止された。同

判決は、以下のように述べる。

｢『所産』 という語は、精神医学者にとって臨床上の意義を何ら有さないこ

とから、この究極的争点(ultimateissue)についての証言は許容されない。

精神医学者には、被告人の精神疾患や欠陥が当該犯罪とどのように関係し

ているのか、つまり、被告人の行動プロセスの発展・適応・作用から、当

該行為がどのような影響を受けたかについての説明が求められる。しかし

ながら、精神医学者は、［当該行為が「精神の疾患ないし欠陥」の］「所

産』であったか否かについて直接に意見を述べるべきではなく、『結果

(result)』や「原因(cause)』 といった表現を用いることさえ避けるべきだ

ろう｡」
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これに対して「精神の疾患ないし欠陥」は、「所産」とは異なり、臨床上

も重要な意義を有すること、また、「精神の疾患ないし欠陥」という語の使

用を一律に禁じることで全ての問題が解決されるわけではないことを理由

に、精神鑑定人がこの問題について言及することを禁じるのではなく、むし

ろ彼らに法廷での役割を理解させ、不適切な専門家証言を避ける方策が採用
（61）

された。

コロンビア特別区の連邦控訴裁判所における上記の姿勢は、グラム・ルー

ル初期の裁判例からも見て取れる。例えば、1957年のCarter判決では、精

神鑑定人に求められる意見は、「説明のない－統合失調症や偏執病、神経

症や精神病質といった－医学上の診断名(medicallabel)を与えるのみで
（62）

は不十分」とされ、診断名の付与のみでは精神鑑定人の役割を果たしたこと

にはならない旨が判示された。同判決によれば、「この分野における専門家

証言の主たる価値は、……その者の意見が形成されるに至った資料や、その

資料から結論へと達する推論過程に依拠しており、疾患やそのダイナミクス

についての説明一それがどのように発生し、症状を生じさせたのか、ま

た、被告人の精神や感情のプロセスにどのようにして作用したかについての

説明」にあり、「精神の疾患ないし欠陥」に該当するかといった「結論を単
（63）

に表明することにその価値があるわけではない」のである。

上記のように、コロンビア特別区の連邦控訴裁判所は、「精神の疾患ない

し欠陥」について実践的な法律上の定義を与え、精神鑑定人に求められる役
（64）

割を繰り返し確認することで、事実認定者としての陪審の機能を強調した。

しかしながら、純粋な生物学的方法を採用するグラム・ルールの下では、鑑

定人による陪審の不当な支配現象を完全に回避することは困難であり、1972

年のBrawner判決によってグラム・ルールは放棄され、アメリカ模範刑法
（65）

典の責任能力基準が採用されることになる。

次款では、精神鑑定人と事実認定者のそれぞれに求められる役割の相違と

いう視点から、「所産」および「精神の疾患ないし欠陥」の意味内容に分析

を加える。
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第3款「精神の障害」と精神鑑定人の役割

既述のように、グラム・ルールが心理学的要素を排除し、純粋な生物学的

方法によって責任能力基準を構成したのは、「マックノートン．ルールや抵

抗不能の衝動テストの下で生じてきた精神医学的鑑定人と裁判所との間の障

壁を克服し、精神医学的証言のより効果的な使用を容易にするためであり、
（66）

したがって、また、精神医学的証言の質を改善するため」であった。しかし

ながら、当初の目算とは裏腹に、グラム・ルールは「所産」や「精神の疾患

ないし欠陥」という概念の暖昧性のために批判を受け、のちの事例を通じて

これらの用語は、アメリカ法律協会の模範刑法典における責任能力基準に類
（67）

似した形で定義され、結局はこの基準に置き換えられた。

このように、グラム・ルールは純粋な生物学的方法として確立されたにも

かかわらず、鑑定人による陪審の不当な支配現象を回避するため、「精神の

疾患ないし欠陥」要件には法的定義が与えられ、鑑定人の証言範囲について

のガイドラインが設けられた。かようにして徐々に当初の目的一精神鑑定

人と事実認定者の間のコミュニケーションの障壁を取り除くこと－から乖

離することになった理由については、以下のような説明が可能だろう。

既述の通り、当時の有力な見解は、「精神疾患は医学的概念であり、立法

者や裁判官ではなく、医学の専門家によってその定義がもたらされるべきこ
（68）

とは自明」とし、グラム・ルールにおける「精神の疾患ないし欠陥」を医学

的概念として位置づけていた。

しかしながら、すでに当時から、責任能力基準における「精神の疾患ない

し欠陥」要件が「客観的定義、特に医学的定義の存在を前提にしているよう
（69）

に見受けられるが、そのようなものは存在しない」との指摘がなされていた

点には留意する必要があるだろう。精神疾患の定義をめく、っては、精神医学

においても意見の一致を見ておらず、「精神疾患に関する現在の医学的概念
（70）

は、術語上および概念上の問題を提起している」と評される状態にあったの

である。

確かに、DSMなどの統一的な診断基準が確立される以前の1950年代に、
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精神医学の内部で疾患概念をめぐる意見の不一致がみられたとしても不思議

ではない。しかしながら、「この用語法と概念の不一致を、現時点での科学
（71）

的知識の限界に基づくものと単純に位置づけることはできず｣、「精神の疾患

ないし欠陥」の外延を確定することの困難性が、精神医学領域の議論進展と

は無関係に生じうる点について、Waelderは以下のように述べる。

｢精神疾患の概念において明確で争いのない解釈は、この概念の中核、す

なわち、現実感が著しく損なわれ、経験に基づいた修正の作用が得られな

いような状態一例えば、人が混乱し、まごつき、幻覚や幻聴の影響下に

ある場合一に関してのみである。……しかし、その外部には、精神の病

気に数えられるべきか争いのある状態が、広く周縁部分をなしている。精

神病質や（窃盗癖のような）神経症、（露出癖のような）性倒錯は、精神疾

患なのだろうか◎この用語の定義は窓意的なものとなり、上記の疑問に対

する回答も、個々の精神科医によって異なったものになるだろう。精神科

医によってこれらの状態のいずれが精神疾患に分類されるかは、観察と推

論によって確定されうる事実問題というよりは、彼らの哲学に依拠した問
（72）

題なのである｡」

ある精神状態が精神疾患に分類されるかという問題が先験的に確定されう

る事実問題でないとすれば、精神疾患の該当性判断の目的によって、この概

念の外延が決せられることになる。このように、「精神疾患のいかなる定義

においても、社会哲学問題についての価値選択を伴う」ことを前提とすれ

ば、責任能力基準における「精神の疾患ないし欠陥」のように、「争いのあ

る価値判断が社会に広く影響を与える場合には、純粋に専門的な問題という
（73）

よりはむしろ、公共の問題」として理解されなければならない。換言すれ

ば、精神医学における精神疾患概念の不確実性により、「立法者にとってそ
（74）

の用語法や定義の有用性は限定的なものとなり」、法学内部の目的のために

｢法学領域外の疾患概念を用いる際には、精査や（多くの場合に）何らかの修
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（75）

正を要する」のである｡ というのも、既述のように、「精神疾患の意味を確

定する作業には、社会哲学の問題に帰着する価値判断が含まれ｣、「こうした

価値判断が問題となる場合には、ある一つの専門家集団の見解を疑問の余地
（76）

なく受け入れることはできない」からである。

この意味で、「精神疾患という用語に関して医学領域で支配的な語法が、

強制的な法的手段の適用可能性との関係で立法者や裁判所が援用可能な社会

哲学に従うものでない限り、これらの用語法を採用することは暗愚で不公正
（77）

となる」ことになる。法的な文脈における関心事は、強制的な拘禁・治療処

分の適用可能性を判断するための基盤として用いることにあり、実際にその
（78）

ように用いられているからである。「精神医学の活動や概念の及ぶ領域が著

しく拡がっていることをも考慮すれば、法的文脈における精神疾患の意味を

何ら明確にしないこれまでの慣行に従うことは、立法上もはや正当ではな
(79）

い」と評しうる｡

他方で、医学領域では精神疾患の該当性判断に際し、治療目的という責任

能力判断とは直接に関係しない観点が介在することは否めない。精神科医に

とっての主たる関心事は、個人の健康状態が精神疾患と呼ばれるべきかとい

う点ではなく、当該状態がどの診断カテゴリーに収まるかという点に向けら
（80）

れる･こうした点を念頭に置けば、「精神の疾患ないし欠陥」に該当するか

否かを問題にする責任能力判断とは重点の置き方が必然的に異なることにも

なるだろう。

以上をまとめれば、責任能力基準における「精神の疾患ないし欠陥」を医

学的な疾患概念に一致させることの非妥当性については、①医学領域におけ

る精神疾患概念の外延の不明確性、②精神疾患という概念を定立する際には

ある種の価値判断を必然的に伴う点、③医学と法学の関心対象の差異という

三点を指摘できるだろう。グラム・ルールの修正過程からも明らかとなった

ように、陪審が判断すべき「精神の疾患ないし欠陥」は、医学的な精神疾患

への該当性に還元されるわけではない。この点について、Krashは以下のよ

うに述べる。
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｢被告人が精神疾患の影響を受けていたか否かを精神医学者に問うことと、

同じ問題についての判断を陪審に求めることの間には根本的な違いがあ

る。精神医学者には、医学的な分類や用語法に関する問題について意見を

述べることが求められる。症候や（場合によっては）診断についてまで意

見が一致している精神医学者の間であっても、特定の障害が疾患として分

類されるべきか否かという点では、意見の食い違いが生じうる。これに対

して陪審には、責任に関する究極的争点について判断を下すことが求めら

れる。その職分は、被告人の精神疾患が刑罰を科すべきではないほどに重
（81）

篤であったか否かを判断することにある｡」

この指摘には、たとえ生物学的要素による一元的な基準が設けられたとし

ても、事実認定者によって判断されるべきは、「法的見地から非難を加えら

れるほどの精神状態か」という問題なのだとの洞察が含まれている。

Washington判決においてこの点が明確に認識されながらもグラム・ルールが

廃止されるに至ったのは、グラム・ルールのシンプルな記述方法の下では、
（82）

事実認定者がこの点を十分に認識することが困難であったことに起因する。

かようにして、「精神の疾患ないし欠陥」は法的見地から再構成されなけれ

ばならず、精神医学における疾患概念とは直接に結びつかないことになる。

もっとも、そうだとすれば、①法的見地から「弁識・制御能力を喪失ないし

減弱させる精神状態」などとして再記述された「精神の障害」について、精

神鑑定人がどのような形で関与すべきなのか、また、②このような意味で理

解される「精神の障害」が責任能力基準においてどのような地位を占めるべ

きかが問題となる。以下では、この問題について興味深い分析を加える、哲

学者のHerbertFingaretteの見解を紹介し、本節を閉じることにしたい。
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